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地 域 再 生 計 画 

 
１ 地域再生計画の名称 
   健康食品・地域農産物の活用による地域活性化プラン 

 
２ 地域再生計画の作成主体の名称 
   北海道石狩郡当別町 

 
３ 地域再生計画の区域 
   北海道石狩郡当別町の全域 

 
４ 地域再生計画の目標 
（１）当別町の現状と課題 

当別町は石狩平野のほぼ中央部に位置し、札幌市、江別市や石狩市と境

界を接し、町域は、東西２６ｋｍ，南北４７ｋｍ、総面積４２２.７１ｋ㎡

で南北に長く北部が山地となっている。札幌都心部から約１５～２５ｋｍ

に位置して、札幌市や江別市という産業集積地の隣地であり、石狩湾新港

と新千歳空港を結ぶ交通の要衝であり、国道３３７号を道央圏連絡道路と

して小樽から新千歳空港間の整備が進められてきて、昭和６３年に北海道

の母なる川石狩川に架かる札幌大橋の開通やＪＲ学園都市線の増便などか

ら宅地造成がなされ、住民基本台帳においては平成２年４月１日の１５,８

３６人から平成１１年１１月には２０,８７５人の人口を数え、札幌近郊の

田園都市として発展を遂げてきている。現在、人口は平成１８年１１月１

日住民基本台帳上１９，７１１人の微減となっている。 

   こうした状況にあって、当別町の基幹産業は農業でありながら、農家戸

数は昭和５５年の１,３５５戸から平成１７年には７５７戸まで減少が進

んでいる。本町では、水稲を主要作物として発展を続けてきたが、生産調

整の実施、農業後継者の不足等により農村地帯は過疎化が進行してきてい

おり、産業の活力低下が懸念されている。 

また、本町では少子高齢化が急速に進行しており、現に小学校の統廃合

が実施されている状態である。地域のシンボルとして地域活動の場として
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の役割も担ってきた学校が閉ざされたことにより、地域コミュニティの希

薄化や、地域活力の低下が懸念されている。 

   

（２）本計画により実施する取り組みと目標 

少子化が進むなか学習環境の充実を図るため、平成１７年度に小学校の

統廃合を行った。中小屋地域においても少子化は深刻な状況で、町立中小

屋小学校は子供達の理想的な教育環境を整えるべく、平成１８年３月３１

日をもって閉校した。 

この廃校校舎等施設を産業振興・地域振興を図るために、当該校舎等を

健康食品を扱う企業に無償貸与することとした。これにより、雇用の増大

を図るとともに、健康関連商品のブランド化を図等、産業の活性化を目指

す。また、地元農産物を利用した健康食のレストランや農産物の直売所も

兼ねた「道の駅」的な施設として活用することで、地域住民の交流の活性

化を目指すものである。 

    

   【目標１】当別町全域からレストラン等による新規雇用  

        年間１０名 

   【目標２】当別町健康食関連商品のブランド化 

        霊芝製品として５品目及び地域農産物５品目 

   【目標３】旧中小屋小学校を活用した地域交流人口 

        年間２２０名（講演会１回２０人・年５回、料理教室１回１

０人・年１２回） 

   

５ 目標を達成するために行う事業 

 ５－１全体の概要 

  平成１８年３月をもって閉校となった旧中小屋小学校の廃校施設を民間企

業である央幸設備工業株式会社に無償で貸与し、校舎教室・屋内運動場をレ

ストランや多目的集会ホール、直売店、健康食品の植菌・培養場などを行う、

「道の駅」的な施設として活用する。 

  企業が廃校施設を「道の駅」的な施設として活用するにあたっては、近隣

農家等の地域住民や町と連携を図ることとする。 

  



 
 
 

 
- 3 - 

 ５－２法第４章の特別の措置を適用して行う事業 

 （１）支援措置の番号及び名称 

   【番号】Ａ０８０１ 

   【名称】補助金で整備された公立学校の廃校校舎等の転用の弾力化 

 

 （２）事業の概要 

    今回の支援措置によって、当別町への企業誘致を図り、雇用の増大に

繋げ、「道の駅」的な施設利活用の中で産業並びに地域産業の活性化の拠

点と位置づけ、以下のとおり具体的な取組を実施する。 

① 霊芝などの健康食品の生産 

② 地元農産物を利用した健康食のレストラン 

なお、レストランにおいては、付随的な取組として、地元農産物を

利用した料理教室の開催、地元農産物を中心とする食材と霊芝を組み

合わせた健康料理の試作とレシピの共同開発、地元の食材を活用した

料理教室を行う。 

③ 食の健康に関する講演会（食文化などをテーマにした生活科学に関

する専門家の講演） 

④ 地元農産物の直売 

なお、直売所においては菌床の廃材から発生するカブト虫の販売も

行う。 

    なお、貸与は無償とし、当別町と央幸設備工業株式会社の賃貸借契約 

   締結により行う。 

 

 （３）支援措置の適用要件 

 

   ①廃校校舎等の設置者である地方公共団体において、地域再生計画を作 

    成し、内閣総理大臣の認定を申請すること。 

    廃校校舎等の転用弾力化について、地域再生計画を作成し内閣総理大 

   臣に認定申請する。なお、廃校校舎等の利用にあたっては、関係法令の

規定に反しないように実施する。 

 

 



 
 
 

 
- 4 - 

   ②廃校校舎等を利用して実施される事業が「地域再生基本方針」に定め

る地域再生の意義及び目標に合致するものであること。（民間事業者に

対して廃校校舎等を貸与する場合にあっては、民間事業者と地方公共

団体が連携協力して進められる事業内容であること。） 

 
旧中小屋小学校では、霊芝などの健康食品の生産、地元農産物を利

用した健康食のレストラン、食の健康に関する講演会、地元農産物の

直売を行う。 

事業の主体となる央幸建設株式会社は、札幌市で創業以来約４０年

間、給排水、冷暖房を中心とする設備工事を営んでおり、近年は環境

リサイクル関連の設備工事技術・ノウハウを活かし、霊芝等の健康食

品の栽培・培養に取り組んでいる事業者である。 

霊芝などの健康食品の生産については、事業者の単なる生産設備と

するのではなく、その栽培を地元農家や高齢者グループに委託し、地

域に新たな雇用を創出するとともに、協働の契機とする。 

町としては、積極的に事業者と地元農家や高齢者グループとのコー

ディネートを行い、事業が円滑に運営されるよう協力する。 

また、地元農産物を利用した健康食のレストラン、食の健康に関す

る講演会、地元農産物の直売についても事業者が主体となって行うが、

町としては、ホームページや広報誌を活用し、年間・月間のイベント

情報や料理教室・講演会の参加募集を行い利用案内や開催内容等の情

報発信を行うとともに、町の農林課とタイアップして農産物直売所、

新しい作物に関わる意見交換会、消費者との交流などの取組みをする

ことで住民の参加を促す。 

さらに、事業者と地域住民の親睦を深めるため、地元農産物を中心

とする食材と霊芝を組み合わせた健康食品の試作とレシピを地元の主

婦たちと共同開発し、試作品をレストランで提供する。 

このように、本事業は雇用の確保、地域交流の拡大につながり、地

域の活性化にも寄与するものと考えている。 
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   ③地域再生の観点から実施される事業の効率的な実施に当たり、廃校校

舎等の利用が必要であること。 
     

当別町では非常に厳しい財政状況のもと、徹底した事務事業の見直し

を行っており、産業の活性化、地域コミュニティの活性化に取り組むに

あたっても、民間の活力を念頭においた既存施設の利用が不可欠である。  

廃校施設は幹線道路である国道２７５号に接しており、札幌市に隣接

し、都心部へ車で４５分、千歳空港まで７０分で着くということから経

済活動拠点として有利であるとともに、地域の人が集う場合にも便利で

ある。 

また、事業を行う上で十分な広さがある。校舎教室・屋内運動場をレ

ストランや多目的ホール及び直売店、霊芝植菌・培養場などに利用が可

能であり、屋外運動場は霊芝栽培施設として利用することができ、多く

の人が集うにも十分な規模である。 

建設後８年という新しい施設であることからも、整備状況は良い状態

である。進出してくる企業にとっても新たに施設を建設するより既存の

校舎等を改造して、使用できることは、投資効果的に最も効率的である

と考えられる。 

 

   ④同一地方公共団体における無償による転用であること又は他の地方公

共団体若しくは民間事業者に対して廃校校舎等を無償貸与すること。 
 
    当別町は、央幸設備工業株式会社に対し、廃校になった中小屋小学校

を無償貸与する。 

 
 （４）施設の利用内容 
    ①校舎～平成９年度建築鉄骨造平屋建（床面積６５６㎡） 

     ・央幸設備工業株式会社の霊芝事業の中心施設として事務室、霊芝

センター（研究開発室）などとして使用する。 

     ・食堂（レストラン）、コミュニティースペースとして道の駅的な利

用の実施拠点とする。 
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    ②屋内運動場～平成９年度建築鉄骨造平屋建（床面積４２２㎡） 

     ・催事場、物産店として活用を図る。 

 

    ③屋外運動場～１１，８６１㎡（建物面積含む） 

     ・央幸設備工業株式会社の霊芝栽培エリア、市場・食堂エリアとし

て活用を図る。 

 
６ 計画期間 
    平成１９年度～平成２６年度  

 
７ 目標の達成状況に係る評価に関する事項 
   央幸設備工業株式会社における雇用人数値等を検証するとともに、貸与

施設の利用状況及び地域との交流活動状況を計画終了後に町が検証し、当

計画の成果について総合的に判断する。 

 
８ 地域再生計画の実施に関し当該地方公共団体が必要と認める事項 
   特になし 


